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新しい地方経済・生活環境創生交付金（R６補正～）

デジタル技術を活用した地域の課題解決や魅力向上に
資する取組を支援デジタル実装型

書かない窓口 地域アプリ オンライン診療

第２世代
交付金

農産物直売所・多世代
交流施設の一体的な整備
（分野横断的な支援）

最先端技術教育の拠点整備・実施
（ソフト・ハードの一体的支援）

地域の多様な主体が参画する
仕組みの構築

地方がそれぞれの特性に応じた発展を遂げることができるよう、日本経済成長の起爆
剤としての大規模な地方創生策を講ずるため、地方公共団体の自主性と創意工夫
に基づく、地域の多様な主体の参画を通じた地方創生に資する地域の独自の取組
を、計画から実施まで強力に後押し。

国の伴走支援の強化

地域防災
緊急整備型

避難所の生活環境を抜本的に
改善するため、地方公共団体
の先進的な防災の取組を支援

半導体等の戦略分野におけ
る国家プロジェクトの産業拠点
整備等に必要となる関連イン
フラの整備を機動的かつ追加
的に支援

地域産業構造転換
インフラ整備推進型

地方創生施策
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地方創生施策

地方創生推進タイプ

地方創生拠点整備タイプデジタル実装タイプ

デジタル田園都市国家構想交付金（～Ｒ６当初）

➢デジタル技術を活用し、地方の活性化や行政・公的
サービスの高度化・効率化を推進するため、デジタ
ル実装に必要な経費などを支援。

地域産業構造転換インフラ整備推進タイプ

➢産業構造転換の加速化に資する半導体等の
大規模な生産拠点整備について、関連インフラの
整備への機動的かつ追加的な支援を創設。

➢観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する
拠点施設の整備などを支援。

書かない窓口 地域アプリ 遠隔医療
道の駅に隣接した観光拠点 子育て支援施設 スタートアップ支援拠点

大規模生産拠点
整備プロジェクト

プロジェクト
選定会議

選定

➢観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する
取組などを支援。

• 地方版総合戦略に位置付けられた地方公共団体の自主的・
主体的な取組を支援（最長５年間）

• 東京圏からのUIJターンの促進及び地方の担い手不足対策

• 省庁の所管を超える２種類以上の施設（道・汚水処理施設・

港）の一体的な整備

➢ デジタル田園都市国家構想の実現による地方の社会課題解決・魅力向上の取組を加速化・深化
する観点から、「デジタル田園都市国家構想交付金」により、各地方公共団体の意欲的な取組
を支援。
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岩手県宮古市（R5補正）

～「防災教育×体験型観光」をコンセプトとした観光施設を整備～

観光分野

東日本大震災からの更なる復旧・
復興を目指し、教育旅行をはじめと
した観光客の受入施設を整備。
周辺観光施設を融合した新たな

観光メニューを造成し、滞在型観光
へのシフトを図ることで、市の稼ぐ力の
向上を目指す。

（事業名：「防災教育×体験型観光」による地域産業推進事業、交付対象事業費：3.1億円）

福島県相馬市（R5補正）

～『相馬復興市民市場（浜の駅松川浦）』を機能強化～

農林水産分野

復興のシンボルとしてオープンし、観
光の中心となっている浜の駅松川浦
に、地場食品の販売とイートインコー
ナー等を増築。
相馬産水産物に親しんでもらうこと
で、ブランド力と需要を回復し、水揚
高の増加と観光客の増加を図る。

（事業名：浜の駅松川浦増築整備事業、交付対象事業費：3.4億円）

岩手県釜石市（R6開始）

（事業年度：R6～R8（横展開型）、 R6年度交付対象事業費：0.2億円）

地方への人の流れ分野

事
業
名

釜石オープン・フィールド・カレッジ推進事業

目
的
（
効
果
）

◆東京大学をはじめとする圏域内外の高等教育機関等との連携を図
りながら、市全体が学びの場となる「釜石オープン・フィールド・カ
レッジ」を構築し、様々な学びの場を創出することで、当市の未来を
担う人材の育成や地域外の大学生や社会人を呼び込む新たなつ
ながりを創り出し、持続的な交流人口の増加を図るもの

事
業
概
要

◆学生/社会人/U・Iターン者向けなど、対象者ごとに釜石での仕事を
基軸とした「地域を学べる」フィールドスタディプログラムを造成し、
様々な体験を通してキャリア形成に資する機会を提供することで、来
訪者が地域の未来に還元できるような取り組みを実施する

◆地域内の多様な事業者と
連携し、仕事以外にも、環
境や教育、社会経済などを
「学べる」地域として形成す
る

◆地域外から釜石で学びたい
来訪者を増やし、持続的な
交流人口の増加や地域の
担い手確保につなげる

※岩手県釜石市の事業概要資料より抜粋

※交付対象事業費は期間中の総事業費、国費は交付対象事業費の１／２※交付対象事業費は期間中の総事業費、国費は交付対象事業費の１／２

具体的な活用事例
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